
指示

公団退職者からの要請を受け
・工事の分割発注を指示
・前倒し発注を指示
・工事の発注基準の引下げを指示

鋼橋上部工工事談合事案の概要

日本道路公団

入札参加業者45社

日本道路公団ＯＢ

割付表

提
示

承
認

理事 担当部局
実施

再就職先を確保する目的で入札談合を行わせた

公正取引委員会
平成17年5月23日
国土交通省発注工事で8社を刑事告発

平成17年6月15日
国土交通省発注工事で18社を刑事告発

平成17年6月29日
道路公団発注工事で6社を刑事告発

平成17年9月29日排除勧告



鋼橋上部工工事談合事案の概要

日本道路公団、東北・関東・北陸地整発注の鋼橋上部工工事
談合組織（ｋ会、Ａ会）に属する橋梁メーカー５０社が受注調整

受注調整

排除勧告

平成17年9月29日 橋梁メーカ４５社に独占禁止法違反で排除勧告

公正取引委員会は鋼橋上部工工事における独占禁止法違反容疑で橋
梁メーカー２６社を刑事告発

刑事告発

入札談合等関与行為

日本道路公団役員は、
①同公団退職者から「割付表」の提示を受け、承認する
②公団の退職者からの要請を受け、工事を分割発注させる
③工事の発注基準を引き下げさせた
④再就職の確保する目的で入札談合を行わせた

日本道路公団に官製談合防止法を適用
→ 再発防止対策などの改善措置要求



職員等へのペナルティー

損害賠償

元副総裁及び元理事
事業者との連帯債務として 総額８６億８３００万円
背任罪判決で認定 ４７８０万円

懲戒処分

① 支社長、副支社長、本社調査役等６名：文書厳重注意又は口頭厳重注意
② 関与行為が認められた職員２８名：停職（３月など）又は減給（１月）
③ その他職員１９名：戒告

逮捕・起訴

公団理事と公団副総裁を独占禁止法違反（共同正犯）と背任罪で逮捕起訴
理 事：懲役２年 （執行猶予３年） 平成２２年７月最高裁確定
副総裁：懲役２年６月（執行猶予４年） 平成２２年９月最高裁確定
受注業務に従事していた者：懲役１年から２年６月（執行猶予３年から４年）



事業者へのペナルティー

指名停止 ２６社 ８ヶ月から１８ヶ月

課徴金納付命令

課徴金総額 ４９社 １４１億２１６７万円
（最大 ８億５４４０万円）

罰金刑

公正取引委員会

東北地方整備局

損害賠償請求 JH

株主代表訴訟 長年違法な談合を行ったことで上記の処分等により、会社
に損害を与えたとして、社長等役員を株主が提訴

４９社 総額約 ８９億４４００万円

東京高等裁判所

被告２３会社に罰金額合計６４億８千万円
（１億６０００万円から６億４０００万円）

違約金 国土交通省 ３７社 総額約 ４３億５９００万円

JH ２５社 総額約 ２３億円


